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研究成果の概要（和文）：核不拡散条約（NPT）において将来の核廃棄に核兵器国が賛同していることから、NPT
を基盤に最終目標へ進む政策構想を提示。概要は、現段階で達成期限を設けないまでも最終目標をより明確化
し、バックキャスティング方式で目標達成への具体策を前進させる／核軍縮は核抑止と二律背反ではなく、核不
使用継続に不可欠との認識を共有規範とする／国際人道法、環境関連の国際法、核のタブーなどの多面的な制約
を強めて核兵器の役割を極小化し、並行して「ポスト核時代」の安全保障システムの構築を進める／NPTとその
後継条約に基づいて核不拡散体制の強化・徹底をはかり、核廃絶後の核再武装を防ぐ検証・保障措置を実装す
る、となっている。

研究成果の概要（英文）：Policy proposals are presented to advance towards the goal of nuclear 
abolition based on the foundation of the Nuclear Non-Proliferation Treaty (NPT). The outline 
involves clarifying objectives more distinctly at this stage, even if without setting a deadline, 
and advancing specific measures towards achieving goals using a backcasting approach. It aims to 
establish a shared norm recognizing that nuclear disarmament is essential for the continued non-use 
of nuclear weapons. Additionally, it seeks to minimize the role of nuclear weapons by strengthening 
multifaceted constraints such as international humanitarian law, environmental international law, 
and the nuclear taboo, while concurrently progressing with the development of a security system for 
the "post-nuclear era." It also focuses on enhancing the nuclear non-proliferation regime based on 
the NPT and its successor treaties, implementing verification and safeguard measures to prevent 
nuclear rearmament in the "post-nuclear era."

研究分野：核戦略、核軍縮・不拡散政策、グローバルリスク

キーワード： 核兵器　核リスク　核戦略　安全保障　核軍縮　核不拡散　同盟　グローバルガバナンス

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
核兵器禁止条約（TPNW）が2021年に発効後、TPNWを支持する核廃絶派とこれに反対・慎重な核抑止派（核兵器国
と核の傘国）が「分断」状態となった。2022年に始まったロシアのウクライナ侵略で一気に核使用リスクが高ま
り、核廃絶派の中で核抑止派への不信感が一段と強まった。その結果、核不拡散条約（NPT）を基盤にした核軍
縮・不拡散によって国際秩序の安定化をはかるという核問題のグローバルガバナンスを揺るがしかねない様相を
呈している。本研究は「統合知」に基づいて核抑止と核廃絶派の二項対立を克服するため、異なる立場が交点を
結びうる「安全保障を損なわない核軍縮」に必要な政策課題の特定と対応策を提示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
1.研究開始当初の背景 
核軍縮・不拡散によって国際安全保障、国家安全保障の安定化をはかる核不拡散条約（NPT、

1970 年発効）は国際社会でも最も普遍性の高い多国間条約のひとつとして重視されてきた。た
だNPTは、核軍縮・不拡散という軍備管理面での効果と、核兵国・核の傘国の核抑止依存を特
定の期限を設定することなく容認する安全保障面での効果の両方を併せ持っており、核保有国・
核の傘国がどのように核抑止依存を低下させて核軍縮を進めるかが、NPT を基盤にした核問題
のグローバルガバナンスの成否を握る構造になっている。その脆弱性をどのように克服するか
がNPTにとって至上命題であり続けてきたが、現実には多くの非核兵器国が核軍縮の低迷に強
い懸念を抱き、核兵器禁止条約（TPNW、2021 年発効）を成立させた。結果として TPNW 支
持諸国と、これに反対・慎重な核抑止依存諸国の「分断」状態がより深刻化し、理想主義（前者）
と現実主義（後者）が鋭く対峙する構図が一段と鮮明になって、ここ半世紀の核問題のグローバ
ルガバナンスの根幹さえ揺るがしかねない様相を呈する事態となった。TPNW 支持諸国と核抑
止依存諸国の対立構図が強まった背景には、専門的見地からみると、核兵器を安全保障政策にお
いてどのように位置づけるべきなのか／核保有の主たる目的とされる核抑止をどう評価すれば
いいのか／核抑止依存型安全保障に核軍縮が与えるプラス・マイナスの作用をどう考えるべき
なのか、といった基本的な問いに共有可能な解が示されていない現実が存在してきた。この状態
が長期化すると両者が協働可能な、核軍縮に関する政策空間が空洞化するリスクも高まりつつ
ある。こうした状況を克服して、NPT を基軸とする核問題のグローバルガバナンス機能を回復
させるために、最適解につながる政策群の整理・再編が焦眉の課題であり、新たな政策群の理論
的基盤や枠組みに関する学術的分析が求められている。研究開始後の 2021年 2月には、ロシア
によるウクライナ侵攻が始まり、米ロ、米中の関係がさらに悪化して核軍縮の展望が開けない状
況に陥った。こうした中で、本研究の学術的意義は一段と高まったと考えられる。 
 
2.研究の目的 
 本研究では、国際社会が TPNW支持諸国と核抑止依存諸国のふたつに「分断」された状態にあ
るなかで統合知に基づく対応が喫緊の課題と認識し、ふたつの立場が交点を結びうる「安全保障
を損なわない核軍縮」を指向するために必要な政策課題の特定と対応策の提示を研究目的とし
た。ネガティブサイクルが目立つ現況の克服にブレイクスルーをもたらす政策規範として、「安
全保障を損なわない核軍縮」に着目した。この政策規範を国際社会の最大公約数にしていくため、
本研究において核心をなす学術的「問い」として、以下の二つを設定した。第一の「問い」は、
核兵器と安全保障の関係についての総合的政策評価はどのようなものか、である。核抑止に関す
る過信と過剰否定や、賛成・反対の二項対立の固定化を防ぐには、核抑止の実相を見定めて、核
の効用と限界について共通認識を持つことが必須条件と考えられることから、この「問い」を設
定した。第二の「問い」は、いかにして「安全保障を損なわない核軍縮」の共有政策化に向けた
複数の公約数を特定し、それを理論的基盤にして政策提言へとつなげてくか、である。核軍縮と
核抑止が二律背反ではない関係を安定化させ、さらには「最小限抑止」（minimum deterrence）
を深化させて、日本などがめざす「究極的な核廃絶」という目標に接近していくには、「安全保
障を損なわない核軍縮」を共通の行動原理にするような政策群の存在が重要条件と考えられる
ことから、この「問い」を設定した。これらのふたつの学術的「問い」への最適解を模索しなが
ら、短期的さらには中長期的に実装可能な核軍縮・不拡散政策等に関する提言を示すことを目的
とした。先行研究の多くは、核軍縮と核抑止に関する従来の研究は一方のプラスが相手のマイナ
スを前提としたゼロサムゲームに陥りがちであるが、本研究では、将来にわたって両者の最大公
約数の拡大をはかる持続可能なプラスサムゲームを探究する。さらに、単一の専門領域での分析
の深化が視野狭窄になりがちな弊害を補正し、異分野の専門家による複眼的な統合知の活用を
重視していくアプローチにも学術的独創性と創造性が存在する。 
 
3.研究の方法 
 核兵器の総合的政策評価を示すまでの段階を、研究の第１フェーズとした。この段階では、「安
全保障を損なわない核軍縮」を共通の政策規範にしていくプロセスへの貢献を想定しながら、研
究チームを「核抑止と国際政治」「核抑止と核軍縮・不拡散」及び「安全保障と国際法」の３つ
のグループに分けて調査・分析を行った。「核抑止と国際政治」グループが取り組んだ主な課題
は、「核抑止は機能してきた」というのは証明不能な命題だが、それでも核抑止必要論は持続可
能か／安全保障観の多様化が進む中、核抑止が「安全保障の敵」にも映る場合があるが、核抑止
依存国はどう説明責任をはたせるか／核保有・拡散が世界で権威主義を強め、法治主義、リベラ
ル世界秩序を損ねていないか、である。「核抑止と核軍縮・不拡散」グループが取り組んだ主な
課題は、核ゼロに近づく核軍縮・不拡散政策と核廃絶後の非核化維持政策の連続性・非連続性を
どのように考えるか／AI などの先端技術の軍事応用が進む 21 世紀では、伝統的抑止論とは異な
る安全保障理論が上位概念になりうるのか、だとすればそれはどのようなものか、である。「安
全保障と国際法」グループが取り組んだ主な課題は、国際人道法における区別原則が自衛権に基
づく核使用に及ぼしうる法的効果は何か／存立の危機にある国家が自衛権行使として国際人道



法に反する方法で核を使用することは許されるか／核使用が自衛権の行使として合法化された
として、国際人道法上の制約を受けた状態での核使用にどれほどの軍事上の意味があるか、であ
る。また、研究チーム全体で、「最小限抑止」は、核兵器の役割低下、核リスク低減、核不拡散
にどう貢献するか／「最小限抑止」の最低限の水準を漸減させ、それをグローバルな核軍縮・不
拡散の継続的進展につなげていくには、どのような補完措置（地域的安全保障枠組み構築、二国
間・多国間の軍縮・不拡散関連合意等）が必要か、といった課題を議論し、調査・分析も進めた。
そうしたプロセスの中で、多様な分野の専門家の統合知によって複眼的に課題群を分析し、得ら
れたデータをもとに核抑止の実相と、安全保障に関する考えが多様化する国際社会における核
兵器の現在地を見定めた。このような複眼的な分析作業を通じて、従来の二項対立的な評価、安
全保障観の多様化や先端技術革新・拡散を十分に反映しない評価や、「ポスト核時代」に過度に
楽観的な評価などとは異なる、現状だけでなく近未来における新展開の可能性も見据えた核兵
器に関する総合的政策評価を示す方法論をとった。 
 研究の第 2 フェーズは、「究極的な核廃絶」という目標への接近に必要な具体的な政策群や政
策効果の最適化に向けた方策を提言するための研究である。このプロセスにおいて重要なのは、
理想主義、現実主義の双方のバイアスをできるだけ縮小した形で最適解を探究することである。
第一フェーズで得られた主な課題ごとの多面的な解を整理したうえで、個々の政策課題でどの
ようなバイアスが双方のアプローチからの解にかかっているか／どのようにして効果的な「バ
イアス矯正」を実行し、共有可能な新たな安全保障観や政策空間の特定と、そこへの政策収斂の
可能性拡大につなげていけるか、について考察した。その成果を踏まえて、統合知に基づいて「安
全保障を損なわない核軍縮」の共有政策化＝政策規範化に向けた複数の公約数を特定し、それを
基盤にして政策提言へと導いた。こうしたアプローチを通じて核軍縮と核抑止が二律背反では
ない関係を安定化させ、「最小限抑止」を深化させて、「究極的な核廃絶」という目標への接近に
必要な具体的な政策群や政策効果の最適化に向けた方策をまとめた。 
 
4.研究成果  
 本研究の第一の「問い」は、核兵器と安全保障の関係についての総合的政策評価はどのような
ものか、である。本研究が示した総合的政策評価の概要を記すと、（1）核兵器がモラルの面から
大きな問題を内在させる特殊な兵器であるものの、核兵器を非人道兵器として生物・化学兵器の
ように条約で禁止すべきかどうかについては意見が分かれ、国際社会は「分断」状況にある、（2）
核抑止の存在が第三次世界大戦を防いできたのかどうかについては明確な結論がなく、核抑止
は、意図しないものも含めて取り返しのつかない核戦争勃発の危険と常に隣合わせである、（3）
それでも核抑止依存が続いているのは、核保有を「必要悪」として合理化する論理に基づくとこ
ろが大きく、核抑止を全面否定することは論理的には困難である、（4）ただ、「必要悪」論に依
拠するのは核保有国と核の傘国であり、TPNW支持諸国は核兵器を「不必要悪」、ないしは「絶
対悪」とみなしている、（5）両者間の距離をどう埋めるかが重要な政策課題となるが、その試み
では「必要悪」論の独走に歯止めをかけることが必要であり、核軍縮を安全保障政策の重要な柱
に位置づけることや、国際人道を含む国際法を通じた規制の活用が重要な手立てとなる、（6）
NPTはグローバルな核軍縮・不拡散の基盤をなす条約であるが、NPTが供給する便益が核抑止
依存諸国に偏ったままで、核抑止依存諸国自身がその偏りを修正する障害になり続けていくよ
うでは、核抑止を半永久的に定着化させかねない NPT の不平等性への不信感の拡大が強く懸念
される、（7）NPTを基盤にした核問題のグローバルガバナンス能力を回復・維持するには、「核
兵器のない世界」実現も重要な使命であるNPTにはが本来の役割を果たして、「核不拡散体制」
から「核廃絶体制」への移行を担う条約として機能していくことが不可欠である―というもので
ある。 
 第二の「問い」は、総合的政策評価に基づいて、いかにして「安全保障を損なわない核軍縮」
の共有政策化に向けた複数の公約数を特定し、それを理論的基盤にして政策提言へとつなげて
くか、である。この「問い」への解を特定するにあたって本研究では、核軍縮に関する「賢人会
議」（日本外務省主催）の議長レポート（2019 年 10 月）が示した「核抑止は一定の条件の下で
は安定するかもしれないが、国際的な安全保障としては危険な基盤」との認識に着目した。「一
定の条件」の下でのみ「安定」する核抑止はすでにいくつもの不確実性や核使用リスクを抱えて
いるが、国際情勢の変化や新興技術の拡散などによって今後さらに不安定化する恐れがある。そ
うした安定条件の低下や減失の可能性を考えると、一定の移行期を経ながら「核兵器のない世界」
へ着実に接近していくことでこそ、「全ての者にとっての安全が損なわれない形」（核軍縮に関す
るＧ７首脳広島ビジョン）の国際安全保障、国家安全保障へシフトしていけるとの結論に達した。
そのうえで 15 項目からなる政策提言をまとめた。 
政策提言の概要は、①「核兵器のない世界」を最終目標と明確に位置づけたバックキャスティ
ング方式（達成すべき目標定め、そこから逆算して現在おこなうべき方策やその優先順位を決め
る手法）を採用した形で政策の構想、実装化をはかる、②バックキャスティング方式による政策
実装の過程で、核軍縮と核抑止が二律背反ではない関係を安定化させ、核兵器を含む軍縮が国際
秩序の維持、持続可能な平和にとって緊要な手段であることを共通規範とする、③国際人道法、
環境関連の国際法、核のタブーなどの多面的な制約を組み合わせて核兵器の役割を極小化し、並
行して国連改革等も含めた「ポスト核時代」の安全保障システムの構想・構築を進めていく、④
同時に核廃絶で役割を終える NPT の後継条約に基づいて核不拡散体制の強化・徹底をはかって、



核廃絶後の違法な核再武装を防ぐ検証・保障措置を実装化していく、⑤いったん核兵器が使用さ
れれば、武力紛争当事国もそれ以外も諸共に滅亡するか甚大な影響を受ける可能性が大きい以
上、なぜ道連れを強要されるのかの理由(reason to die)について説明責任を核保有国に求める
ことは現行国際法からも支持されるものであり、立証責任が核保有国に課されることをより強
調すべきである、⑥軍事応用が進む AI 等の新興技術の特徴も踏まえて代替的な抑止効果の最大
化、核抑止依存と核使用リスクの最小化を同時に進め、新興技術兵器の軍拡競争による不安定化
を避ける国際的な軍縮の取り組みを組み合わせながら、核兵器システムから非核兵器システム
による安全保障へと重心転換を進めていく、⑦地球環境を破壊するリスクの高い既存の産業・消
費活動が人類にそして個人の非安全保障（insecurity）をもたらすとの意識変革が多くに人たち
の間で進んできたが、こうした意識改革は NPT に基づいて核廃絶を実現する包括的な政策枠組
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